
令和６年度綾瀬市国民健康保険運営協議会（第４回）会議次第 

 

                     日 時 令和７年３月２７日（木） 

                                   午後１時３０分から 

                     場  所  議会棟３階 第１委員会室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 議 事 

 

 日程第１ 報告第 1号 

令和７年度綾瀬市国民健康保険事業特別会計歳入歳出予算について 

 

日程第１ 報告第２号 

綾瀬市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

３ その他 

 

 

４ 閉 会 

 

 



 

令和 6年度 

 

綾瀬市国民健康保険運営協議会（第 4回） 

 

報告資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

綾瀬市保険年金課 

令和 7年３月２７日（木） 

 



国民健康保険事業特別会計

（ 歳　入 ）  （単位：千円・％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 増 減 率

1 国 民 健 康 保 険 税 1,549,216 19.9 1,443,150 17.2 106,066 7.3

2 県 支 出 金 5,173,945 66.3 5,904,430 70.5 △730,485 △12.4

3 財 産 収 入 963 0.0 21 0.0 942 4485.7

4 繰 入 金 1,031,683 13.2 971,323 11.6 60,360 6.2

5 繰 越 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

6 諸 収 入 40,193 0.5 46,076 0.6 △5,883 △12.8

7,806,000 100.0 8,375,000 100.0 △569,000 △6.8

（ 歳　出 ） （単位：千円・％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 増 減 率

1 総 務 費 153,915 2.0 140,101 1.7 13,814 9.9

2 保 険 給 付 費 5,099,192 65.3 5,835,549 69.7 △736,357 △12.6

3
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

2,225,440 28.5 2,301,291 27.5 △75,851 △3.3

4 保 健 事 業 費 83,282 1.1 84,836 1.0 △1,554 △1.8

5 基 金 積 立 金 230,963 3.0 1,001 0.0 229,962 22,973.2

6 諸 支 出 金 8,780 0.1 8,010 0.1 770 9.6

7 予 備 費 4,428 0.0 4,212 0.0 216 5.1

7,806,000 100.0 8,375,000 100.0 △569,000 △6.8合           計

款
令和７年度 令和６年度 比 較

合           計

款
令和７年度 令和６年度 比 較

報告第１号

1



款 項 目 大 中 小 分野政策

01 01 01 11 40 02 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

01 01 02 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

負担金補助
及び交付金

716千円

社会保障 716千円（870千円）

716千円 増減理由

P.150

事業説明

国民健康保険団体連合会（国民健康保険法第83条）の運営に必要な事務管理経費を保険者
（市町村国保及び国民健康保険組合）が負担する経費

　○保険者割　　100千円
　○被保険者割　616千円

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 県国民健康保険団体連合会負担金 所属名 保険年金課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

委 託 料

34,247千円
負担金補助
及び交付金

20,173千円 増減理由

県 支 出 金 役 務 費 10,995千円

地 方 債
使用料及び
賃 借 料

1,136千円

そ の 他 印刷製本費 837千円

一 般 財 源 701千円

社会保障 34,247千円（36,829千円） P.150

事業説明

国民健康保険事業運営のための主な経費

　事業根拠：国民健康保険法

　○保険者事務電算共同処理業務等　　16,408千円
　○資格確認書等の作成　　　　　　 　3,765千円
　○資格確認書等の郵便料　　　　　　10,980千円

事業名 一般管理経費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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款 項 目 大 中 小 分野政策

01 02 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

01 02 02 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

委 託 料

4,761千円 旅 費

社会保障 4,761千円（3,812千円）

8千円

3,970千円 増減理由

役 務 費 578千円

コンビニエンスストア収納
手数料単価（57円→80円）
の増

印刷製本費 163千円

消 耗 品 費 42千円

P.150

事業説明

収納管理及び滞納整理に係る事務的経費

　○口座振替手数料　　　　　  　　　　  565千円
　（うち手数料20円(12行)　　　　　　　　536千円）
　○コンビニ収納業務　　　　  　　　　3,191千円
　（うちスマートフォン決済分　　 　　   109千円）

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 収納管理経費 所属名 収納課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

委 託 料

2,675千円

2,177千円 増減理由

県 支 出 金 印刷製本費 498千円

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

社会保障 2,675千円（2,365千円） P.150

事業説明

国民健康保険税課税事務のための主な経費

　○納税通知書等作成    　　　　　498千円
　〇納税通知書封入封緘業務　　　2,177千円

事業名 課税管理経費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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款 項 目 大 中 小 分野政策

01 03 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

02 01 01 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金 4,307,700千円

地 方 債

そ の 他

負担金補助
及び交付金

社会保障 4,307,700千円（4,974,027千円）

4,307,700千円 増減理由

被保険者数の減に伴う減
（16,004人→15,121人）

P.152

事業説明

診療に要する費用の一部を現物給付するための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第36条
　　　　　　市国民健康保険条例　第4条

　○被保険者数見込み　15,121人（R6：16,004人）

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 療養給付費 所属名 保険年金課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

報 酬

340千円

336千円 増減理由

県 支 出 金 旅 費 4千円

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

社会保障 340千円（340千円） P.150

事業説明

国民健康保険運営協議会運営のための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第11条
　　　　　　市国民健康保険条例　第2条・第3条
　　　　　　市国民健康保険運営協議会規則

　○委員定数：10人
　○会議開催予定回数：4回
　○審議内容：予算・決算、保険税改定の諮問答申他

事業名 国民健康保険運営協議会経費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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款 項 目 大 中 小 分野政策

02 01 02 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

02 01 03 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金 12,887千円

地 方 債

そ の 他

委 託 料

社会保障 12,887千円（16,308千円）

12,887千円 増減理由

P.152

事業説明

保険医療機関等から提出される国民健康保険被保険者の診療報酬請求書及び明細書の審査並
びに診療報酬支払事務を行うための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第45条

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 診療報酬審査支払事業費 所属名 保険年金課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

負担金補助
及び交付金

45,133千円 増減理由

県 支 出 金 45,133千円

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

社会保障 45,133千円（52,509千円） P.152

事業説明

療養給付が受けられなかった被保険者に対し、診療費用の法定分を給付するための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第54条
　　　　　　市国民健康保険条例　第4条の2

　○主な給付内容　他保険者への不当利得返還に伴う現金給付
　　　　　　　　　治療用補装具、柔道整復、はり・きゅう、あんま・マッサージ等

事業名 療養費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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款 項 目 大 中 小 分野政策

02 02 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

02 02 02 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金 1,500千円

地 方 債

そ の 他

負担金補助
及び交付金

社会保障 1,500千円（1,500千円）

1,500千円 増減理由

P.152

事業説明

被保険者の医療費と介護費用の自己負担額を合算した額が一定額を超えた場合、その超えた
額を給付するための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第57条の3

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 高額介護合算療養費 所属名 保険年金課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

負担金補助
及び交付金

701,711千円 増減理由

県 支 出 金 701,711千円

被保険者数の減に伴う減
（16,004人→15,121人）

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

社会保障 701,711千円（750,540千円） P.152

事業説明

被保険者の自己負担額が、その世帯の基準となる限度額を超えた場合、その超えた額を給付
するための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第57条の2

事業名 高額療養費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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款 項 目 大 中 小 分野政策

02 03 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

02 04 01 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

負担金補助
及び交付金

25,011千円

社会保障 25,011千円（34,015千円）

25,000千円 増減理由

委 託 料 11千円

P.152

事業説明

被保険者の出産育児に対する一時金を給付するための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第58条
　　　　　　市国民健康保険条例　第5条

　○給付額：出生児1人当たり50万円

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 出産育児一時金 所属名 保険年金課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

負担金補助
及び交付金

50千円 増減理由

県 支 出 金 50千円

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

社会保障 50千円（50千円） P.152

事業説明

被保険者が負傷、疾病等により移動が困難な場合で、医師の指示により緊急の必要性があっ
て移送を行った場合の費用を給付するための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第54条の4

事業名 移送費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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款 項 目 大 中 小 分野政策

02 05 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

03 01 01 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 1,004,079千円

負担金補助
及び交付金

463,758千円

社会保障 1,467,837千円（1,535,532千円）

1,467,837千円 増減理由

県算定による減

P.154

事業説明

被保険者の医療の給付を行う財源として、国民健康保険財政運営の責任主体である県へ納付
する経費

　事業根拠：持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正
　　　　　　する法律
　　　　　　国民健康保険法

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 医療給付費分 所属名 保険年金課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

負担金補助
及び交付金

5,200千円

5,200千円 増減理由

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

社会保障 5,200千円（6,600千円） P.154

事業説明

被保険者の死亡に対する葬祭費を給付するための経費

　事業根拠：国民健康保険法　第58条
　　　　　　市国民健康保険条例　第7条

　○給付額：1件当たり5万円

事業名 葬祭費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

8



款 項 目 大 中 小 分野政策

03 02 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

03 03 01 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 148,126千円

負担金補助
及び交付金

51,384千円

社会保障 199,510千円（198,553千円）

199,510千円 増減理由

P.154

事業説明

被保険者のうち介護保険第2号被保険者（40歳～64歳）から徴収した介護納付金を国民健康
保険財政運営の責任主体である県へ納付する経費

　事業根拠：持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正
　　　　　　する法律国民健康保険法

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 介護納付金分 所属名 保険年金課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

負担金補助
及び交付金

161,082千円

558,093千円 増減理由

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 397,011千円

一 般 財 源

社会保障 558,093千円（567,206千円） P.154

事業説明

被保険者から徴収した後期高齢者支援金等課税額等を国民健康保険財政運営の責任主体であ
る県へ納付する経費

　事業根拠：持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正
　　　　　　する法律
　　　　　　国民健康保険法

事業名 後期高齢者支援金等分 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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款 項 目 大 中 小 分野政策

04 01 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

04 02 01 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金 7,861千円

地 方 債

そ の 他

委 託 料

6,340千円

社会保障 14,201千円（14,062千円）

11,111千円 増減理由

役 務 費 2,633千円

印刷製本費 235千円

消 耗 品 費 222千円

P.156

事業説明

被保険者の健康の保持増進及び医療費適正化により医療費の増加抑制を図るため、保健事業
を実施するための経費

　○医療費通知等郵便料　　　　　　　　　　　2,633千円
　○国保健康診査業務　　　　　　　　　　　　　597千円
　○データヘルス計画推進事業支援業務　　　 10,514千円

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 保健衛生普及事業費 所属名 保険年金課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

委 託 料

51,574千円 扶 助 費

61,962千円 増減理由

県 支 出 金 14,371千円 役 務 費 2,344千円

地 方 債
負担金補助
及び交付金

1,140千円

そ の 他 消 耗 品 費 374千円

一 般 財 源 100千円

社会保障 65,945千円（68,450千円） P.154

事業説明

生活習慣病に起因する医療費の増加抑制を図るとともに、健康保持増進を図るため、被保険
者に対して特定健康診査及び特定保健指導を実施するための経費

　事業根拠：高齢者の医療の確保に関する法律　第20条

　○特定健康診査に係る経費　　　　　　　　　　　　 57,777千円
　○特定保健指導に係る経費　　　　　　　　　　　　　7,028千円
　〇保健事業協力交付金　　　　　　　　　　　　　　　1,140千円
  （ 健診受診見込者数：R6.4,300人→R7.4,124人）

事業名 特定健康診査等事業費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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款 項 目 大 中 小 分野政策

05 01 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

06 01 01 11 40 01 01 01 04

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

償還金利子
及び割引料

8,780千円

社会保障 8,780千円（8,010千円）

8,780千円 増減理由

P.156

事業説明 過誤納による過年度分の国民健康保険税（一般）を還付するための経費

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 過誤納還付経費 所属名 収納課

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

積 立 金 230,963千円 増減理由

県 支 出 金

決算補填等目的の法定外繰入
れ解消に向けた積立金の増

地 方 債

そ の 他 230,963千円

一 般 財 源

社会保障 230,963千円（1,001千円） P.156

事業説明

国民健康保険財政の財源不足に対応するための積立て
　　　　　　　元金積立て　230,000千円
　　　　　　　利子積立て　　　963千円

　事業根拠：綾瀬市国民健康保険財政調整基金条例

事業名 国民健康保険財政調整基金積立金 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

（単位：千円）

元金積立金 利子積立金 取崩額

260,057 230,000 963 230,000 261,020

※各項目の千円未満を四捨五入しているため、表内の合計が一致しない場合があります。

06年度末
残高見込

07年度中増減額 07年度末
残高見込
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款 項 目 大 中 小 分野政策

07 01 01 11 40 01 01 01 04

款 項 目 大 中 小 分野政策

## ## ## ## ## ## ## ## ##

一 般 財 源

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 #N/A
節
別
予
算
額

(

上
位
５
つ

)

県 支 出 金 #N/A

地 方 債 #N/A

そ の 他 #N/A

#N/A

#N/A #N/A

#N/A #N/A

#N/A

#N/A 増減理由

#N/A #N/A

#N/A
#N/A #N/A

#N/A #N/A

#N/A

事業説明 #N/A

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策

事業名 0 所属名 0

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金
節
別
予
算
額

(
上
位
５
つ

)

予 備 費

4,428千円

4,428千円 増減理由

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

社会保障 4,428千円（4,212千円） P.156

事業説明 年度途中の不測の事態に備えるための経費

事業名 予備費 所属名 保険年金課

科目 事業 施策体系
予算額（前年度）

予算書
ページ施策
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（単位：千円）

所属

款 項 目 目名称 節 予算額 前年度 増減 予算書P

給料 44,753 37,582 7,171

職員手当等 31,176 28,612 2,564

共済費 15,641 12,219 3,422

91,570 78,413 13,157

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

（単位：千円）

所属

款 項 目 目名称 節 予算額 前年度 増減 予算書P

報酬 13,951 12,882 1,069

職員手当等 4,435 3,983 452

共済費 901 403 498

旅費 319 204 115

報酬 2,645 2,212 433

職員手当等 401 0 401

旅費 90 112 △22

16,596 15,094 1,502

4,836 3,983 853

901 403 498

409 316 93

22,742 19,796 2,946

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

職員課

0千円

0千円

国保特会総計

費目 職員給与費（国保特会）

0千円

1 1 1 一般管理費 P.150

91,570千円

0千円

費目 会計年度任用職員給与費（国保特会） 職員課

財源内訳

1 1 1 一般管理費 P.150

4 1 1
特定健康診査等事
業費

P.154

0千円

　　　報酬（国保特会の合計）

　　　職員手当等（国保特会の合計）

　　　共済費（国保特会の合計）

　　　旅費（国保特会の合計）

国保特会総計

19,606千円

財源内訳

0千円

3,136千円

0千円

13



報告第２号 

 14  

   綾瀬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の概要 

 

１ 国民健康保険税額の改定（第４条、第６条～第８条の２関係） 

(1) 基礎課税額 

区   分 改 正 後 現   行 

所得割額 ６．４％ ５．９５％ 

被保険者均等割額 ２２，２００円 １８，８００円 

世帯別 

平等割額 

(1) (2)及び(3)以

外の世帯 
２０，４００円 １９，２００円 

(2) 特定世帯 １０，２００円 ９，６００円 

(3) 特定継続世帯 １５，３００円 １４，４００円 

(2) 後期高齢者支援金等課税額 

区   分 改 正 後 現   行 

所得割額 ２．６％ ２．３％  

被保険者均等割額 ８，４００円 ６，８００円 

世帯別 

平等割額 

(1) (2)及び(3)以

外の世帯 
８，４００円 ７，２００円 

(2) 特定世帯 ４，２００円 ３，６００円 

(3) 特定継続世帯 ６，３００円 ５，４００円 

(3) 介護納付金課税額 

区   分 改 正 後 現   行 

所得割額 ２．３％ ２．１％ 

被保険者均等割額 ９，０００円 ６，０００円 

世帯別平等割額 ９，０００円 ６，０００円 

 

２ 軽減額の改定（第１２条関係） 

低所得世帯及び未就学児がある世帯に係る国民健康保険税の軽減額を改定しま

す。 


